
土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

章節条項
(項目見出し）

現行条文 編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し）

新条文 改定理由

1 0 0 0 0 1 第1編 共  通  編 1 0 0 0 0 1 第1編 共  通  編
1 1 0 0 0 1 　第1章 総　則 1 1 0 0 0 1 　第1章 総　則
1 1 1 0 0 1 　　第1節 総　則 1 1 1 0 0 1 　　第1節 総　則
1 1 1 3 0 1 　 　1-1-1-3 設計図書の照査等 1 1 1 3 0 1 　 　1-1-1-3 設計図書の照査等
1 1 1 3 2 1 2.設計図書の照査 受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約

書第18条第1項第1号から第5号に係る設計図書の照査を行い、該
当する事実がある場合は、監督員にその事実が確認できる資料を
書面により提出し、確認を求めなければならない。
なお、確認できる資料とは、現地地形図、設計図との対比図、取
合い図、施工図等を含むものとする。また、受注者は、監督員か
ら更に詳細な説明または書面の追加の要求があった場合は従わな
ければならない。

1 1 1 3 2 1 2.設計図書の照
査

受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約
書第18条第1項第1号から第5号に係る設計図書の照査を行い、該
当する事実がある場合は、監督員にその事実が確認できる資料を
書面により提出し、確認を求めなければならない。
なお、確認できる資料とは、現地地形図、設計図との対比図、取
合い図、施工図等を含むものとする。また、受注者は、監督員か
ら更に詳細な説明または資料の追加の要求があった場合は従わな
ければならない。

表現の修正

1 1 1 18 0 1 　 　1-1-1-18 建設副産物 1 1 1 18 0 1 　 　1-1-1-18 建設副産物
1 1 1 18 4 1 4.再生資源利用計

画
受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物を工事現場
に搬入する場合には、建設副産物情報交換システム（COBRIS）に
より、再生資源利用計画を所定の様式に基づき作成し、施工計画
書に含め監督員に提出しなければならない。

1 1 1 18 4 1 4.再生資源利用
計画

受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資
材、木材、アスファルト混合物等を工事現場に搬入する場合に
は、法令に基づき、建設副産物情報交換システム（COBRIS）によ
り、再生資源利用計画を作成し、施工計画書に含め監督員に提出
しなければならない。

最新の運用に基づき改定

1 1 1 18 5 1 5.再生資源利用促
進計画

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンク
リート塊、建設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物等を工
事現場から搬出する場合には、建設副産物情報交換システム
（COBRIS）により、再生資源利用促進計画を所定の様式に基づき
作成し、施工計画書に含め監督員に提出しなければならない。

1 1 1 18 5 1 5.再生資源利用
促進計画

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンク
リート塊、建設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物等を工
事現場から搬出する場合には、法令に基づき、建設副産物情報交
換システム（COBRIS）により、再生資源利用促進計画を作成し、
施工計画書に含め監督員に提出しなければならない。

最新の運用に基づき改定

1 1 1 30 0 1 　 　1-1-1-30 環境対策 1 1 1 30 0 1 　 　1-1-1-30 環境対策
1 1 1 30 4 1 4.廃油等の適切な

措置
受注者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海洋
汚染及び海上災害の防止に関する法律」に基づき、適切な措置を
とらなければならない。

1 1 1 30 4 1 4.廃油等の適切
な措置

受注者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海洋
汚染等及び海上災害の防止に関する法律」に基づき、適切な措置
をとらなければならない。

誤字の修正

1 1 1 32 0 1 　 　1-1-1-32 交通安全管理 1 1 1 32 0 1 　 　1-1-1-32 交通安全管理
1 1 1 32 11 1 11.作業船舶機械

故障時の処理
受注者は、作業船舶機械が故障した場合、安全の確保に必要な措
置を講じなければならない。
なお、故障により二次災害を招く恐おそれがある場合は、直ちに
応急の措置を講じ、関係機関に通報及び監督員へ連絡しなければ
ならない。

1 1 1 32 11 1 11.作業船舶機械
故障時の処理

受注者は、作業船舶機械が故障した場合、安全の確保に必要な措
置を講じなければならない。
なお、故障により二次災害を招くおそれがある場合は、直ちに応
急の措置を講じ、関係機関に通報及び監督員へ連絡しなければな
らない。

誤字の修正

1 2 0 0 0 1 　第2章 土　工 1 2 0 0 0 1 　第2章 土　工
1 2 4 0 0 1 　　第4節 道路土工 1 2 4 0 0 1 　　第4節 道路土工
1 2 4 1 0 1 　 　1-1-4-1 一般事項 1 2 4 1 0 1 　 　1-1-4-1 一般事項
1 2 4 1 4 1 4.構造物取付け部 受注者は、盛土と橋台や横断構造物との取付け部である裏込めや

埋戻し部分は、供用開始後に構造物との間の路面の連続性を損な
わないように、適切な材料を用いて入念な締固めと排水工の施工
を行わければならない。
なお、構造物取付け部の範囲は、「道路橋示方書・同解説 Ⅳ 下
部構造編8．9橋台背面アプローチ部」（日本道路協会、平成24年
3月）及び「道路土工　盛土工指針　4-10盛土と他の構造物との
取付け部の構造」（日本道路協会、平成22年4月）を参考とす
る。

1 2 4 1 4 1 4.構造物取付け
部

受注者は、盛土と橋台や横断構造物との取付け部である裏込めや
埋戻し部分は、供用開始後に構造物との間の路面の連続性を損な
わないように、適切な材料を用いて入念な締固めと排水工の施工
を行わければならない。
なお、構造物取付け部の範囲は、「道路橋示方書・同解説 Ⅳ 下
部構造編7．9橋台背面アプローチ部」（日本道路協会、平成29年
11月）及び「道路土工　盛土工指針　4-10盛土と他の構造物との
取付け部の構造」（日本道路協会、平成22年4月）を参考とす
る。

適用すべき諸基準の更新

1 3 0 0 0 1 　第3章 無筋・鉄筋コンクリート 1 3 0 0 0 1 　第3章 無筋・鉄筋コンクリート
1 3 3 0 0 1 　　第3節 レディーミクストコンクリート 1 3 3 0 0 1 　　第3節 レディーミクストコンクリート
1 3 3 2 0 1 　 　1-3-3-2 工場の選定 1 3 3 2 0 1 　 　1-3-3-2 工場の選定

旧（平成30年3月版） 新（平成30年10月版）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

章節条項
(項目見出し）

現行条文 編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し）

新条文 改定理由

旧（平成30年3月版） 新（平成30年10月版）

1 3 3 2 1 1 1.一般事項 受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選
定は以下による。
(1) JISマーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法
の一部を改正する法律（平成16年6月公布）に基づき国に登録さ
れた民間の第三者機関（登録認証機関）により認証を受けた工場
（以下「JIS認証工場」という。））で、かつ、コンクリートの
製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能
力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配
合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国生コンク
リート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に
合格した工場（以下「監査合格工場」という。）等）から選定
し、JIS A 5308（レデｨーミクストコンクリート）（以下「JIS A
5308」という。）に適合するものを用いなければならない。
(2) JIS認証工場が工事現場近くに見当たらない場合、または現
場近くのJIS認証工場の出荷能力等の制約から調達がかなわない
場合は、設計図書に指定したコンクリートの品質が得られること
及び該当工場の配合設計及び品質管理などについて確認の上、
JIS認証工場からの調達が不可能である理由について記述した書
面を提出し、監督員の確認を得なければならない。
なお、その場合でも、コンクリートの製造、施工、試験、検査及
び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者が常駐して
おり、配合設計及び品質管理を適切に実施できる工場から選定し
なければならない。

1 3 3 2 0 1 1.一般事項 受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選
定は以下による。
(1) JISマーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法
の一部を改正する法律（平成16年6月9日公布　法律第95号）に基
づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製
品にJISマークを表示する認証を受けた製品を製造している工場
（以下「JIS認証工場」という。））で、かつ、コンクリートの
製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能
力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐※しており、
配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国生コンク
リート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に
合格した工場（以下「監査合格工場」という。）等）から選定し
なければならない。
(2) JIS認証工場が工事現場近くに見当たらない場合は、使用す
る工場について、設計図書に指定したコンクリートの品質が得ら
れることを確かめたうえ、その資料により監督員の確認を得なけ
ればならない。
なお、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技
術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士
等）が常駐※しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施で
きる工場から選定しなければならない。
※受注者は、技術者（コンクリート主任技士等）の資格証（登録
証も可）及び同技術者が所属工場と直接的かつ恒常的な雇用関係
にあることを確認できる書面により、常駐の確認をしなければな
らない。なお、監査合格工場は、これを省略することができる。

運用の改定

1 3 3 2 2 1 2.JISのレディー
ミクストコンク
リート

受注者は、監査合格工場で製造されたJIS A 5308に適合するレ
ディーミクストコンクリートについては、必要に応じて配合に臨
場するとともに、製造会社の材料試験結果、レディミクストコン
クリート配合計画書及び基礎資料を整備・保管し、監督員の請求
があった場合は、遅滞なく提示するとともに、検査時に提出しな
ければならない。
なお、受注者による臨場、確認等については、表1-3-1のとおり
とする。

1 3 3 2 2 1 2.JISのレディー
ミクストコンク
リート

受注者は、第1編1-3-3-2第1項(1)により選定した工場が製造した
JISマーク表示されたレディーミクストコンクリートを用いる場
合は、工場が発行するレディーミクストコンクリート配合計画書
及びレディーミクストコンクリート納入書を整備及び保管し、監
督員または検査員からの請求があった場合は速やかに提示しなけ
ればならない。
なお、第1編1-3-3-2第1項(1)により選定した工場が製造するJIS
マーク表示のされないレディーミクストコンクリートを用いる場
合は、受注者は配合試験に臨場し品質を確認するとともにレ
ディーミクストコンクリート配合計画書及び基礎資料、レディー
ミクストコンクリート納入書またはバッチごとの計量記録を整備
及び保管し、監督員または検査員からの請求があった場合は速や
かに提示しなければならない。

運用の改定

1 3 3 2 3 1 3.JIS以外のレ
ディーミクストコ
ンクリート等

受注者は、JIS認証工場以外の工場で製造したレディーミクスト
コンクリートを用いる場合、JIS認証工場であってもJIS A 5308
以外のレディーミクストコンクリートを用いる場合、JIS認証工
場であるが監査合格工場以外の工場で製造したJIS A 5308を用い
る場合には、必要に応じて配合に臨場し、また、製造会社の材料
試験結果、レディミクストコンクリート配合計画書及び基礎資料
により、監督員の確認を得なければならない。また、受注者は、
レディーミクストコンクリートの打設時には、必要に応じて当該
工事の主任技術者または監理技術者か、コンクリート主任技士ま
たはコンクリート技士の資格を有する技術者を立会させなければ
ならない。
なお、受注者による臨場、確認等については、表1-3-1のとおり
とする。

1 3 3 2 3 1 3.JIS以外のレ
ディーミクスト
コンクリート等

受注者は、第1編1-3-3-2第1項(2)に該当する工場が製造するレ
ディーミクストコンクリートを用いる場合は、設計図書及び第1
編1-3-5-4材料の計量及び練混ぜの規定によるものとし、配合試
験に臨場するとともにレディーミクストコンクリート配合計画書
及び基礎資料を確認のうえ、使用するまでに監督員へ提出しなけ
ればならない。
また、バッチごとの計量記録やレディーミクストコンクリート納
入書などの品質を確認、証明できる資料を整備及び保管し、監督
員または検査員からの請求があった場合は速やかに提示しなけれ
ばならない。

運用の改定

1 3 3 2 3 10 表1-3-1　受注者
による臨場、確認
等

1 3 3 2 3 1 表1-3-1　受注者
による臨場、確
認等

（削除） 運用の改定

1 3 3 2 5 1 5.レディーミクス
トコンクリートの
品質検査

受注者は、レディーミクストコンクリートの品質を確かめるため
の検査をJIS A 5308により実施しなければならない。
なお、製造会社等に検査のための試験を代行させる場合は、受注
者がその試験に臨場しなければならない。また、現場練りコンク
リートについても、これに準ずるものとする。

1 3 3 2 0 1 3.JIS以外のレ
ディーミクスト
コンクリート等

受注者は、レディーミクストコンクリートの品質を確かめるため
の検査をJIS A 5308(レディーミクストコンクリート)により実施
しなければならない。
なお、生産者等に検査のための試験を代行させる場合は、受注者
がその試験に臨場しなければならない。また、現場練りコンク
リートについても、これに準ずるものとする。

表現の修正

2 0 0 0 0 1 第2編 材料編 2 0 0 0 0 1 第2編 材料編
2 2 0 0 0 1 　第2章 土木工事材料 2 2 0 0 0 1 　第2章 土木工事材料
2 2 9 0 0 1 　　第9節 種子、芝及びそだ 2 2 9 0 0 1 　　第9節 種子、芝及びそだ
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

章節条項
(項目見出し）

現行条文 編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し）

新条文 改定理由

旧（平成30年3月版） 新（平成30年10月版）

2 2 9 1 0 1 　 　2-2-9-1 種子 2 2 9 1 0 1 　 　2-2-9-1 種子
2 2 9 1 1 1 1.一般事項 種子の種類、品質及び配合は、設計図書の定めによる。

また、下表2－2－27の兵庫県の生物多様性に悪影響を及ぼす外来
生物（ブラックリスト種）は、原則、使用してはならない。

2 2 9 1 0 1 1.一般事項 種子の種類、品質及び配合は、設計図書の定めによる。
また、表2－2－27(1)の兵庫県の生物多様性に悪影響を及ぼす外
来生物（ブラックリスト種）及び、表2－2－27(2)の「神戸市生
物多様性の保全に関する条例」で定めるブラックリスト種（神戸
市内の工事のみ適用）は、使用してはならない。

神戸市条例の施行に基づき改定

2 2 9 1 1 3 1.一般事項 2 2 9 1 0 3 1.一般事項 神戸市条例の施行に基づき改定

2 2 9 1 1 1 1.一般事項 なお、上記の表は平成24年11月現在のものであるため、施工前に
下記ホームページにて確認をおこなうこと。
兵庫県の生物多様性広場ホームページアドレス：
http://www.pref.hyogo.lg.jp/JPN/apr/topics/biodiversity/03
0_biotic_info/sub03.html

2 2 9 1 0 1 1.一般事項 なお、表2-2-27(1)及び表2-2-27(2)は平成30年10月現在のもので
あるため、施工前に下記ホームページにて確認をおこなうこと。
ひょうごの生物多様性ひろば：
http://www.pref.hyogo.lg.jp/JPN/apr/topics/biodiversity/03
0_biotic_info/sub03.html
神戸市の生物多様性に関するポータルサイト：
http://www.city.kobe.lg.jp/life/recycle/biodiversity/index
.html

神戸市条例の施行に基づき改定

2 2 9 1 2 1 2.県内産の使用 上表の(＊)印の植物を使用する際は、兵庫県内産（県内で種子が
採取されるなど産地が県内であるもの）であることを明らかに
し、監督員の確認を受けなければならない。

2 2 9 1 2 1 2.県内産の使用 上表の(＊)印の植物を使用する際は、兵庫県若しくは神戸市内産
（県内若しくは市内で種子が採取されるなど産地が県内若しくは
市内であるもの）であることを明らかにし、監督員の確認を受け
なければならない。

神戸市条例の施行に基づき改定

3 0 0 0 0 1 第3編 土木工事共通編 3 0 0 0 0 1 第3編 土木工事共通編
3 1 0 0 0 1 　第1章 総　則 3 1 0 0 0 1 　第1章 総　則
3 1 1 2 0 1 　 　3-1-1-2 工程表 3 1 1 2 0 1 　 　3-1-1-2 請負代金内訳書及び工程表 契約書に合わせて改定
3 1 1 2 1 1 受注者は、契約書第3条に規定する工程表を所定の様式に基づき

作成し、工期が1年に満たない工事については契約締結後7日以内
に、工期が1年以上の工事については契約締結後14日以内に監督
員を経由して発注者に提出しなければならない。

3 1 1 2 1 1 受注者は、契約書第3条に規定する請負代金内訳書及び工程表を
作成し、契約締結後10日以内に監督員を経由して発注者に提出し
なければならない。なお、請負代金内訳書には、健康保険、厚生
年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するものとする。

契約書に合わせて改定

3 1 1 0 0 1 　　第1節 総　則 3 1 1 0 0 1 　　第1節 総　則
3 1 1 7 0 1 　 　3-1-1-7 工事完成図書の納品 3 1 1 7 0 1 　 　3-1-1-7 工事完成図書の納品
3 1 1 7 2 1 2.電子納品の作成 受注者は、電子納品を行う場合、「工事完成図書の電子納品要

領」（国土交通省　平成20年5月）、「工事完成図書の電子納品
に関する運用指針（案）」(兵庫県　平成25年10月)」等に基づい
て作成した電子データを、電子媒体で提出しなければならない。
電子納品にあたっては、「工事完成図書の電子納品に関する運用
指針（案）」(兵庫県　平成25年10月)」等を参考にし、監督員と
協議の上、電子化の範囲等を決定しなければならない。

3 1 1 7 2 1 2.電子納品の作
成

受注者は、電子納品を行う場合、「工事完成図書の電子納品要
領」（国土交通省　平成20年5月）、「工事完成図書の電子納品
に関する運用指針（案）」(兵庫県)等に基づいて作成した電子
データを、電子媒体で提出しなければならない。
電子納品にあたっては、「工事完成図書の電子納品に関する運用
指針（案）」(兵庫県)等を参考にし、監督員と協議の上、電子化
の範囲等を決定しなければならない。

表現の修正

3 1 1 13 0 1 　 　3-1-1-13 創意工夫 3 1 1 13 0 1 　 　3-1-1-13 創意工夫
3 1 1 13 1 1 受注者は、自ら立案実施した創意工夫や地域社会への貢献として

評価できる項目について、工事完成時までに所定の様式により、
監督員に提出する事ができる。

3 1 1 13 1 1 受注者は、自ら立案実施した創意工夫や地域社会への貢献とし
て、特に評価できる項目について、工事完成時までに所定の様式
により、監督員に提出する事ができる。

表現の修正

3 2 0 0 0 1 　第2章 一般施工 3 2 0 0 0 1 　第2章 一般施工
3 2 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 3 2 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
3 2 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編　Ⅱ鋼橋編）

（平成24年3月）
3 2 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年11

月）
適用すべき諸基準の更新
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

章節条項
(項目見出し）

現行条文 編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し）

新条文 改定理由

旧（平成30年3月版） 新（平成30年10月版）

3 2 2 0 0 3 2 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

3 2 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅳ下部構造
編） （平成24年3月）

3 2 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

3 2 3 0 0 1 　　第3節 共通的工種 3 2 3 0 0 1 　　第3節 共通的工種
3 2 3 14 3 1 3.PC緊張の施工 PC緊張の施工については、以下の規定による。 3 2 3 14 0 1 3.PC緊張の施工 PC緊張の施工については、以下の規定による。
3 2 3 14 3 12 (8) プレストレッシングの施工は、「道路橋示方書・同解説（Ⅲコン

クリート橋編）20.8　PC鋼材工及び緊張工」（日本道路協会、平
成24年3月）に基づき管理するものとし、順序、緊張力、PC鋼材
の抜出し量、緊張の日時、コンクリートの強度等の記録を整備及
び保管し、監督員または検査員から請求があった場合は速やかに
提示しなければならない。

3 2 3 14 0 12 (8) プレストレッシングの施工は、「道路橋示方書・同解説（Ⅲコン
クリート橋・コンクリート部材編）17.11　PC鋼材工及び緊張
工」（日本道路協会、平成29年11月）に基づき管理するものと
し、順序、緊張力、PC鋼材の抜出し量、緊張の日時、コンクリー
トの強度等の記録を整備及び保管し、監督員または検査員から請
求があった場合は速やかに提示しなければならない。

適用すべき諸基準の更新

3 2 14 0 0 1 　　第14節 法面工（共通） 3 2 14 0 0 1 　　第14節 法面工（共通）
3 2 14 2 0 1 　 　3-2-14-2 植生工 3 2 14 2 0 1 　 　3-2-14-2 植生工

3 2 14 2 14 1 14.植生基材吹付
工に用いる植生
基材

(1)植生基材吹付工に用いる植生基材を使用する場合は、「浄水
発生土を混合した植生基材使用促進要領」（以下「要領」とい
う。）に基づき認定された浄水発生土を混合した植生基材（以下
「認定製品」という。）の使用を原則とする。なお、認定製品の
調達ができない等の理由により、監督員の了解を得られた場合は
認定製品以外の製品を使用することができる。ただし、設計変更
の対象とはしない。
(2)受注者は、認定製品の使用にあたっては、要領第７条第１項
に基づき県土整備部長が発行した認定証を使用材料確認願、土木
工事承諾願に含め監督員に提出し、確認を受けなければならな
い。
(3)認定製品には、以下に示す兵庫県営浄水場から発生した浄水
発生土が使用されているものとし、県営浄水場の浄水発生土販売
証明書を使用材料確認願、土木工事承諾願に含め監督員に提出し
なければならない。
　県営浄水場：多田浄水場（〒666-0126 川西市多田院字巌険6-3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　猪名川広域水道事務
所）
　三田浄水場（〒669-1314 三田市西野上字上通り152
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北摂広域水道事務所）
　神出浄水場（〒651-2313 神戸市西区神出町田井字長原3-1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東播磨利水事務所）
　船津浄水場（〒679-2101 姫路市船津町字平田4552-1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　姫路利水事務所）
(4)受注者は、現地納品された製品について、要領第9 条第1 項
による浄水発生土マークの表示を確認するものとする。

特記仕様書の作成手引き（案）の内容
を明記

3 2 14 2 14 1 14.植生シート工
植生マット工

受注者は、植生シート工、植生マット工の施工については、以下
の各号の規定によらなければならない。
(1) 受注者は、シート、マットの境界に隙間が生じないようにし
なければならない。
(2) 受注者は、シート、マットが自重により破損しないように、
ネットを取付けなければならない。

3 2 14 2 15 1 14.植生シート工
植生マット工

受注者は、植生シート工、植生マット工の施工については、以下
の各号の規定によらなければならない。
(1) 受注者は、シート、マットの境界に隙間が生じないようにし
なければならない。
(2) 受注者は、シート、マットが自重により破損しないように、
ネットを取付けなければならない。

3 2 14 2 15 1 15.植生筋の施工 受注者は、植生筋の施工にあたり、植生筋の切断が生じないよう
に施工しなければならない。

3 2 14 2 16 1 15.植生筋の施工 受注者は、植生筋の施工にあたり、植生筋の切断が生じないよう
に施工しなければならない。

3 2 14 2 16 1 16.植生筋の帯間
隔

受注者は、植生筋の施工にあたり、帯の間隔を一定に保ち整然と
施工しなければならない。

3 2 14 2 17 1 16.植生筋の帯間
隔

受注者は、植生筋の施工にあたり、帯の間隔を一定に保ち整然と
施工しなければならない。

3 2 14 2 17 1 17.植生穴の削孔 受注者は、植生穴の施工にあたり、あらかじめマークした位置
に、所定の径と深さとなるように削孔しなければならない。

3 2 14 2 18 1 17.植生穴の削孔 受注者は、植生穴の施工にあたり、あらかじめマークした位置
に、所定の径と深さとなるように削孔しなければならない。

3 2 14 2 18 1 18.植生穴の埋戻
し

受注者は、植生穴の施工にあたり、法面と同一面まで土砂で転圧
し、埋戻さなければならない。

3 2 14 2 19 1 18.植生穴の埋戻
し

受注者は、植生穴の施工にあたり、法面と同一面まで土砂で転圧
し、埋戻さなければならない。

6 0 0 0 0 1 第6編 河　川　編 6 0 0 0 0 1 第6編 河　川　編
6 4 0 0 0 1 　第4章 水　門 6 4 0 0 0 1 　第4章 水　門
6 4 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 6 4 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
6 4 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋編）

（平成24年3月）
6 4 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成29年

11月）
適用すべき諸基準の更新

6 4 2 0 0 6 4 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

6 4 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅲコンクリー
ト橋編）（平成24年3月）

6 4 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コン
クリート部材編)（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

章節条項
(項目見出し）

現行条文 編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し）

新条文 改定理由

旧（平成30年3月版） 新（平成30年10月版）

6 4 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅳ下部構造
編） （平成24年3月）

6 4 2 0 0 8 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

6 5 0 0 0 1 　第5章 堰 6 5 0 0 0 1 　第5章 堰
6 5 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 6 5 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
6 5 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋編）

（平成24年3月）
6 5 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成29年

11月）
適用すべき諸基準の更新

6 5 2 0 0 6 5 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

6 5 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅲコンクリー
ト橋編）（平成24年3月）

6 5 2 0 0 8 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コン
クリート部材編)（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

6 5 2 0 0 8 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅳ下部構造
編） （平成24年3月）

6 5 2 0 0 9 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

8 0 0 0 0 1 第8編 砂　防　編 8 0 0 0 0 1 第8編 砂　防　編
8 1 0 0 0 1 　第1章 砂防堰堤 8 1 0 0 0 1 　第1章 砂防堰堤
8 1 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 8 1 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
8 1 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編　Ⅱ鋼橋編）

（平成24年3月）
8 1 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年11

月）
適用すべき諸基準の更新

8 1 2 0 0 8 1 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

8 1 11 0 0 1 　　第11節 砂防堰堤付属物設置工 8 1 11 0 0 1 　　第11節 砂防堰堤付属物設置工
8 1 11 5 0 1 　 　8-1-11-5 銘板工 8 1 11 5 0 1 　 　8-1-11-5 銘板工
8 1 11 5 1 4 図8-1-2 8 1 11 5 1 4 図8-1-2 掲載箇所の変更

8 3 0 0 0 1 　第3章 斜面対策 8 3 0 0 0 1 　第3章 斜面対策
8 3 10 0 0 1 　　第10節 斜面対策付属物設置工 8 3 10 0 0 1 　　第10節 斜面対策付属物設置工
8 3 10 3 0 1 8 3 10 3 0 1 　 　8-3-10-3 銘板工 掲載箇所の変更
8 3 10 3 1 1 8 3 10 3 0 1 受注者は、銘板の設置にあたっては、設計図書に指定されたもの

を除き、図8-3-1の様式寸法を標準として、監督員の指示する箇
所に取付けなければならない。なお、材質は石造品を標準とし、
文字等は彫り込みとする。

掲載箇所の変更

8 3 10 3 1 4 8 3 10 3 1 4 図8-3-1工事歴板 掲載箇所の変更

10 0 0 0 0 1 第10編 道　路　編 10 0 0 0 0 1 第10編 道　路　編
10 1 0 0 0 1 　第1章 道路改良 10 1 0 0 0 1 　第1章 道路改良
10 1 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 1 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

章節条項
(項目見出し）

現行条文 編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し）

新条文 改定理由

旧（平成30年3月版） 新（平成30年10月版）

10 1 2 0 0 20 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 1 2 0 0 21 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 1 12 0 0 1 　　第12節 遮音壁工 10 1 12 0 0 1 　　第12節 遮音壁工
10 1 12 2 0 1 　 　10-1-12-2 材　料 10 1 12 0 0 1 　 　10-1-12-2 材　料
10 1 12 2 3 1 3.背面板（受音

板）の材料
背面板（受音板）の材料は、JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及
び鋼帯）に規定する溶融亜鉛めっき鋼板 SPG 3S または、これと
同等以上の品質を有するものとする。

10 1 12 2 3 1 3.背面板（受音
板）の材料

背面板（受音板）の材料は、JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及
び鋼帯）に規定する溶融亜鉛めっき鋼板 SGH、SGC または、これ
と同等以上の品質を有するものとする。

JIS G 3302の改定による鋼材規格名称
の変更

10 2 0 0 0 1 　第2章 舗装 10 2 0 0 0 1 　第2章 舗装
10 2 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 2 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
10 2 2 0 0 12 日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説（平成20年1月） 10 2 2 0 0 12 日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説（平成28年12月） 誤字の修正

10 2 2 0 0 23 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 2 2 0 0 24 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 2 8 0 0 1 　　第8節 防護柵工 10 2 8 0 0 1 　　第8節 防護柵工
10 2 8 1 0 1 　 　10-2-8-1 一般事項 10 2 8 1 0 1 　 　10-2-8-1 一般事項
10 2 8 1 3 1 3.適用規定 受注者は、防護柵工の施工にあたって、「防護柵の設置基準・同

解説4-1．施工の規定」（日本道路協会、平成20年1月改訂）、
「道路土工要綱第5章 施工計画」（日本道路協会、平成21年6
月）の規定及び第3編3-2-3-8路側防護柵工、3-2-3-7防止柵工の
規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければ
ならない。

10 2 8 1 3 1 3.適用規定 受注者は、防護柵工の施工にあたって、「防護柵の設置基準・同
解説4-1．施工の規定」（日本道路協会、平成28年12月改訂）、
「道路土工要綱第5章 施工計画」（日本道路協会、平成21年6
月）の規定及び第3編3-2-3-8路側防護柵工、3-2-3-7防止柵工の
規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければ
ならない。

誤字の修正

10 3 0 0 0 1 　第3章 橋梁下部 10 3 0 0 0 1 　第3章 橋梁下部
10 3 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 3 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
10 3 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編　Ⅱ鋼橋編）

（平成24年3月）
10 3 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年11

月）
適用すべき諸基準の更新

10 3 2 0 0 10 3 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 3 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅳ下部構造
編） （平成24年3月）

10 3 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 3 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
24年3月）

10 3 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 3 2 0 0 18 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 3 2 0 0 19 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 3 8 0 0 1 　　第8節 鋼製橋脚工 10 3 8 0 0 1 　　第8節 鋼製橋脚工
10 3 8 10 0 1 　 　10-3-8-10 橋脚架設工 10 3 8 10 0 1 　 　10-3-8-10 橋脚架設工
10 3 8 10 1 1 1.適用規定 受注者は、橋脚架設工の施工については、第3編3-2-13-3架設工

（クレーン架設）、「道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋編）第18章
施工」（日本道路協会、平成24年3月）の規定による。これ以外
の施工方法による場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得な
ければならない。

10 3 8 10 1 1 1.適用規定 受注者は、橋脚架設工の施工については、第3編3-2-13-3架設工
（クレーン架設）、「道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材
編）第20章 施工」（日本道路協会、平成29年11月）の規定によ
る。これ以外の施工方法による場合は、設計図書に関して監督員
の承諾を得なければならない。

適用すべき諸基準の更新

10 4 0 0 0 1 　第4章 鋼橋上部 10 4 0 0 0 1 　第4章 鋼橋上部
10 4 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 4 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
10 4 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編　Ⅱ鋼橋編）

（平成24年3月）
10 4 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年11

月）
適用すべき諸基準の更新

10 4 2 0 0 10 4 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 4 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
24年3月）

10 4 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 4 2 0 0 15 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 4 2 0 0 16 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 5 0 0 0 1 　第5章 コンクリート橋上部 10 5 0 0 0 1 　第5章 コンクリート橋上部
10 5 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 5 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
10 5 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅲコンクリー

ト橋編）（平成24年3月）
10 5 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成29年

11月）
適用すべき諸基準の更新

10 5 2 0 0 10 5 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コン
クリート部材編)（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新
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10 5 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
24年3月）

10 5 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 5 2 0 0 9 日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説（平成20年1月） 10 5 2 0 0 10 日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説（平成28年12月） 誤字の修正
10 5 2 0 0 14 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針

（案）とその解説－（平成29年11月）
適用すべき諸基準の更新

10 5 2 0 0 15 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 6 0 0 0 1 　第6章 トンネル（NATM） 10 6 0 0 0 1 　第6章 トンネル（NATM）
10 6 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 6 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準

10 6 2 0 0 18 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 6 2 0 0 19 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 7 0 0 0 1 　第7章 コンクリートシェッド 10 7 0 0 0 1 　第7章 コンクリートシェッド
10 7 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 7 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
10 7 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅲコンクリー

ト橋編） （平成24年3月）
10 7 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編） （平成29年

11月）
適用すべき諸基準の更新

10 7 2 0 0 10 7 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コン
クリート部材編)（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 7 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅳ下部構造
編） （平成24年3月）

10 7 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 7 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
24年3月）

10 7 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 7 2 0 0 21 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 7 2 0 0 22 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 8 0 0 0 1 　第8章 鋼製シェッド 10 8 0 0 0 1 　第8章 鋼製シェッド
10 8 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 8 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
10 8 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編　Ⅱ鋼橋編）

（平成24年3月）
10 8 2 0 0 3 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年11

月）
適用すべき諸基準の更新

10 8 2 0 0 10 8 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 8 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅳ下部構造
編） （平成24年3月）

10 8 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 8 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
24年3月）

10 8 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編） （平成
29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 8 2 0 0 23 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 8 2 0 0 24 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 9 0 0 0 1 　第9章 地下横断歩道 10 9 0 0 0 1 　第9章 地下横断歩道
10 9 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 9 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準

10 9 2 0 0 6 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 9 2 0 0 7 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 10 0 0 0 1 　第10章 地下駐車場 10 10 0 0 0 1 　第10章 地下駐車場
10 10 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 10 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準

10 10 2 0 0 6 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 10 2 0 0 7 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 11 0 0 0 1 　第11章 共同溝 10 11 0 0 0 1 　第11章 共同溝
10 11 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 11 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準

10 11 2 0 0 6 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 11 2 0 0 7 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 12 0 0 0 1 　第12章 電線共同溝 10 12 0 0 0 1 　第12章 電線共同溝
10 12 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 12 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準

10 12 2 0 0 4 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

7/8



土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以
下

章節条項
(項目見出し）

現行条文 編 章 節 条 項
項
以
下

編章節条
（項目見出し）

新条文 改定理由

旧（平成30年3月版） 新（平成30年10月版）

10 12 2 0 0 5 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 13 0 0 0 1 　第13章 情報ボックス工 10 13 0 0 0 1 　第13章 情報ボックス工
10 13 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 13 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準

10 13 2 0 0 4 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 13 2 0 0 5 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 14 0 0 0 1 　第14章 道路維持 10 14 0 0 0 1 　第14章 道路維持
10 14 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 14 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準
10 14 2 0 0 13 国土技術研究センター 景観に配慮した防護柵の整備ガイドライ

ン （平成16年5月）
適用すべき諸基準の削除

10 14 2 0 0 13 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 14 2 0 0 14 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 15 0 0 0 1 　第15章 雪　寒 10 15 0 0 0 1 　第15章 雪　寒
10 15 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 15 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準

10 15 2 0 0 10 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 15 2 0 0 11 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 16 0 0 0 1 　第16章 道路修繕 10 16 0 0 0 1 　第16章 道路修繕
10 16 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準 10 16 2 0 0 1 　　第2節 適用すべき諸基準

10 16 2 0 0 12 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

適用すべき諸基準の更新

10 16 2 0 0 13 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（平
成29年11月）

適用すべき諸基準の更新
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